
事務事業評価の評価結果について（平成26年度の事業に対する評価）

都市計画部 評価：４＝できている　３＝概ねできている　２＝課題克服が必要　１＝未着手状況　　

指標名 指標設定の考え方 目標値 実績値 数値以外の目標 目標に対する実績等の分析 評価 所見
平成27年度
以降の事業
の方向性

所見

都市政策課
都市計画
関係事業

　都市計画法等に基づく事務等
の適切な執行により、本市の健
全な発展と秩序ある整備を図
り、もって国土の均衡ある発展
と公共の福祉の増進に寄与しま
す。

都市計画関
係事務等の
適切な遂行

　関連法に基づく事務が
主となるため、数値目標
を設定することは困難で
あるため、定性的な指標
設定とします。

　事務等の効率化を
念頭に置き、適切に
業務遂行します。

　紙ベース資料のさらな
るデータ化により、窓
口・電話対応の迅速化
と、都市計画情報システ
ムのＨＰ掲載のＰＲに
よって、窓口・電話問い
合わせ件数の縮小を図る
ことができました。
　また、都市計画道路の
見直しにかかる廃止及び
変更の候補となった区間
について、地域住民及び
地権者にかかる説明会を
開催することができまし
た。

4

　都市計画法等の関連法
に基づく事務を適切に実
施することができまし
た。

現状維持

　今後においても都市計
画法等の関連法に基づき
事務を適切に実施してい
きます。

都市政策課
景観形成
関係事業

　市域における良好な景観の形
成を図ることで、市民が住みや
すく、市民や来訪者にとって魅
力的なまちづくりを推進しま
す。

違反屋外広
告物の把
握、指導
景観法に基
づく届出の
適切な審査

　良好な景観の形成に対
し、影響の大きい屋外広
告物について、違反物件
や新規物件に対する適正
な指導が必要であること
から、指標として設定し
ました。
　また、景観法に基づく
届出は、大規模な建築物
等が対象となり、その処
理過程において、周辺の
景観との調和を図るため
の協議や指導が必要であ
ることから、指標として
設定しました。

　計画的なパトロー
ル等を、定期的に実
施することにより、
年間を通じての違反
屋外広告物の把握、
指導に努め、良好な
景観をめざします。
　景観法に基づく届
出については、事務
等の効率化を念頭に
置いた適切な業務遂
行をめざします。

　強化期間と強化路線を
設定して、計画的にパト
ロールを行い、違反物件
の指導を行った結果、一
部違反の是正につなげる
ことができました。

　平成26年7月1日か
ら、これまでの三重県景
観計画から津市景観計画
へと運用を変え、津市独
自の基準のもと、良好な
景観形成のために建築物
等の誘導を行いました。
景観法に基づく届出審査
業務の効率化のため、提
出書類にチェックシート
方式を用いるなど様式改
良に努めました。

4

　景観アドバイザーを派
遣し、公共性の高い建築
物等に対して景観を視点
とした助言等を行い、三
重県屋外広告物条例に基
づき屋外広告物設置の許
可や指導等を行ったこと
で、良好な景観を形成す
る誘導ができました。
　将来の津市を担う子ど
もたちへ、新たな取組と
して10～11月の約2ヶ
月にわたり、津市立明小
学校4年生（16名）を対
象に、8時限の景観教育
を実施しました。今まで
気づかなかった地域の営
みを認識、発見する活動
を通して、景観への関心
を高めたり、自分たちの
住む地域への誇りや愛着
を持つ心を育てることが
できました。
　景観行政団体として、
景観法に基づく届出の審
査を行い、建築物等の景
観に対する配慮を求める
ことで良好な景観形成を
図ることができました。
また、一身田寺内町や芸
濃町楠原地区等で地区の
景観形成基準の策定を目
指してまち歩きや協議を
行い、重点地区の指定に
向けた取組を進捗させる
ことができました。

拡充・充
実

　H25年度に策定した津
市景観計画を運用し、市
内の景観特性に応じた景
観形成を推進するととも
に、景観啓発活動にも取
り組み、市民の景観に対
する意識の向上を目指し
ます。また、重点地区の
指定に向けた地元住民と
の協議を引き続き行いま
す。
　市域における良好な景
観の形成を図るため、三
重県屋外広告物条例に基
づく広告物の指導強化を
計画的に進めます。

所管課長等による評価

課等名 中事業名 事業の目的

成果指標（平成26年度） 事業の評価
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都市政策課
緑化推進
事業

　市民・事業者・行政が一体と
なって、緑豊かな環境と共生で
きる美しいまちづくりを目指
し、地域緑化を推進します。

緑化・美化
運動

　自治会やボランティア
団体等による地域の道路
や公園などの公共空間に
花苗や樹木等を植える緑
化・美化活動は、市民と
の協働による緑化推進を
図る上で重要であり、こ
のような活動を支援する
緑化・美化運動花苗等支
給事業における支給件数
を指標として設定しまし
た。

150件 159件

　目標件数を上回る活動
をしていただき公共空間
の緑化推進を図ることが
できました。

4

　「津市民緑と花の市」
の開催、記念樹の配付、
生け垣緑化用の苗木配付
等により家庭や地域にお
ける緑化意識の向上に寄
与することができまし
た。
　また、公共空間の緑化
推進を図るための緑化・
美化運動への参加団体も
増加し、緑豊かで美しい
まちづくりに関する意識
の向上にも寄与すること
ができました。

拡充・充
実

　既に取組んでいる緑化
事業が、予算の範囲内に
おいて最大の事業効果が
得られるよう、制度の在
り方を検討し、津市緑化
基金を有効に活用した、
市民の緑化意識の高揚と
市民との協働による緑化
の推進を目指します。

都市政策課
都市整備
関係事業

　総合計画の位置付けに基づ
き、中心市街地や公共交通の結
節点などにおける都市機能の充
実、強化を図り、拠点形成を図
ります。

新都心軸に
関する啓発
人数

年間業務日程に対しての
進捗状況

2,000人 2,414人
　イベント時に計画通り
に啓発活動を遂行できま
した。

3

　津インターチェンジ周
辺地区においては、新産
業交流拠点としての土地
利用について、法令改正
及び規制緩和の要望を行
いました。中心市街地は
交流拠点という方向性に
沿って、関係部局と情報
共有、連携しながら在り
方を検討しました。津な
ぎさまちにおいては、み
なとまちづくりに係る調
査・研究等の取組を行い
ました。

拡充・充
実

　新都心軸整備関係事業
につきましては、農地の
確保・保全や市街化拡大
の抑制に向けた法律の改
正を踏まえ、また、国・
県の東日本大震災を踏ま
えた沿岸部の土地利用に
対する整備の考え方や法
律の改正等の動きを注視
しながら、各拠点の土地
利用に係る施策の方向性
を整理していきます。

都市政策課
市街地再
開発事業

　市街地における土地の合理的
かつ健全な高度利用と都市機能
の更新を図るため、建築敷地の
統合・共同建物の整備及び道
路・公園等の公共施設を一体的
に整備します。

地権者１人
当たりの協
議回数

　三重県県土整備部と時
節ごとに協議し、地区別
の進捗状況を的確に報告
します。

2回 1回
　地権者の意向を把握す
るため、個別に訪問し協
議を行いました。

3

　総合計画に位置付けら
れた多様な交流の拠点と
なる都市核である津駅周
辺地区において、土地の
高度利用と都市機能の更
新を図るため、地権者を
個別に訪問し協議を行う
など、関係機関及び地権
者とともに市街地再開発
事業の推進を図りまし
た。

拡充・充
実

　関係地権者、関係機関
等との協議を継続し、熟
度の高まりを含めた諸条
件が整うまでの間は、現
状業務を基本とします
が、関係地権者の意向把
握に努め、全体事業に影
響を及ぼさないよう様々
な検討を加え事業を執行
します。津駅栄町線拡幅
工事については、事業用
地確保のため地権者との
交渉を進めます。

開発指導室
開発指導
関係事業

　市内で宅地開発などを行おう
とするものに対して、都市計画
法による許可及び津市開発行為
に関する指導要綱等による確認
に関する事務処理や指導を行う
ことにより、開発地の良好な宅
地水準を確保するとともに、健
康かつ安全な生活環境の保全と
良好な都市環境の整備を図りま
す。

審査、指
導、許可の
迅速化

　都市計画法・三重県宅
地開発事業の基準に関す
る条例・津市開発行為に
関する指導要綱により、
宅地開発等を行おうとす
る者に対して、審査、指
導、許可を更に適正に迅
速に行います。

　都市計画法・三重
県宅地開発事業の基
準に関する条例・津
市開発行為に関する
指導要綱により、宅
地開発等を行おうと
する者に対して、審
査、指導、許可を更
に適正に迅速に行う
ことを目標としま
す。

　これまでの取組につい
て概ね行われております
が、今後、更に適正・迅
速に努めていくことが必
要であると思われます。

4

　開発事業等の申請や届
出等に際し、開発事業者
等との協議を行い、より
良好な住環境や景観の保
全・創出のため、事業者
等に協力を求めながら適
正な指導を行うことがで
きました。

現状維持

　開発事業等の申請や届
出等に際し、開発事業者
等との協議を行い、より
良好な住環境や景観の保
全・創出のため、引き続
き事業者等に協力を求め
ながら適正な指導に努め
ます。
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交通政策課
津なぎさ
まち管理
運営事業

　津なぎさまち内旅客船ターミ
ナル及びその附帯施設のイメー
ジアップやにぎわいの創出に努
めつつ、効率的かつ柔軟な管理
運営を行うとともに、海上アク
セス事業の円滑な推進を図りま
す。

高速船利用
者数

　海上アクセス事業の高
速船利用者数は、他交通
機関や空港利用者の影響
を受けやすいという点は
あるが、利用促進に向け
た取組による利用者増加
や利便性向上を測るとい
う観点において指標とし
ます。

278,000
人

262,536
人

　伊勢神宮の式年遷宮に
よる観光入込客が前年か
ら大幅に減少したことな
どの影響もあり、高速船
利用者が減少したと考え
られます。

3

　指定管理者制度により
施設利用者の利便性、快
適性に配慮した適正な施
設の管理運営を行うこと
ができました。また、海
上アクセスの利用促進へ
の取組として、県や運航
事業者などと連携し、県
外向けの利用促進パンフ
レットの作成などを行い
ました。また、津なぎさ
まち開港10周年記念事
業を開催することによ
り、津なぎさまちの活性
化や海上アクセス事業の
ＰＲにより利用促進につ
なげる取組を行いまし
た。
　高速船の利用者につい
ては、消費税増税の影響
や式年遷宮の反動から前
年度比14,862人の減少
となっていることから、
安定した利用者数を確保
するため、引き続き、県
や運航事業者と連携し、
更なる利用促進を図りま
す。

拡充・充
実

　平成27年度以降も指
定管理者制度による施設
利用者の利便性、快適性
に配慮した適正な施設の
管理運営のほか、イメー
ジアップ事業等を通じて
賑わいの創出を図りま
す。また、高速船の利用
者数については、式年遷
宮の反動もあり、対前年
比で大きく減少したこと
から、引き続き、県、運
航事業者等との連携を一
層強くし、安定した運航
に向けて更なる利用促進
に取り組むことが必要で
あることから、新たな利
用促進策として、中部国
際空港からの就航先が最
も多い、北海道と九州で
観光キャンペーンを行
い、県外から三重県への
観光や、ビジネス利用に
ついては高速船が便利で
あることをPRし、海上
アクセスの利用促進につ
なげます。

交通政策課

伊勢湾へ
リポート
管理運営
事業

　指定管理者制度により、津市
伊勢湾へリポートの効率的かつ
安全性の確保に留意した適正な
管理運営を行うとともに、ヘリ
ポートの更なる利用促進を図り
ます。

着陸回数

　着陸回数を指標に設定
することで、利用が促進
されているか、また利用
料金の増収による安定的
な管理運営を行うことが
できているかの判断材料
となり得るため指標とし
ます。

1,500回 1,268回

　平成26年度について
は、着陸回数が1,268回
となり、昨年度と比較し
て15.9％（239回）減
少しています。減少した
要因としては、伊勢神宮
式年遷宮特需の減、県防
災ヘリの耐空検査に伴う
着陸回数の減少及びドク
ターヘリの待機場所に給
油施設が整備されたこと
に伴う着陸回数の減少に
よるものです。

3

　施設の管理について
は、指定管理者と連携
し、安全性を第一に考え
たヘリポートの適正な管
理運営を行うことができ
ました。また、着陸回数
は1,268回で前年度比
239回の減少となったこ
とから、今後も引き続
き、指定管理者等と協力
し、ヘリポートのＰＲを
実施するとともに、新た
な利用形態の発掘や新規
事業者の誘致に努める必
要があります。

現状維持

　指定管理者制度によ
り、施設の安全性確保に
留意した適正な管理運営
を行うことができまし
た。
　今後も、指定管理者、
格納庫利用者と連携し、
安全性を確保しつつ効率
的かつ柔軟な管理運営と
コスト削減を推進してい
くとともに、格納庫用地
の新規利用者の誘致等、
更なる利用推進に取り組
むことが必要です。
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交通政策課
交通政策
関係事業

　コミュニティバスについて
は、平成２５年４月から本格運
行に移行し、その後もPDCAサ
イクルによる事業評価と必要に
応じて見直し改善を行います。
　また、国の補助制度を活用し
て地域公共交通調査事業を実施
し、今後の津市全体における地
域公共交通ネットワークを見据
えた地域公共交通総合連携計画
（平成26年11月施行の法改正
により地域公共交通網形成計画
に改定）を策定するほか、地域
住民主体の新たなコミュニティ
交通の推進や、行政と民間事業
者、地域住民が協働した新たな
バス路線の検討、公共交通の利
用促進にも取り組みます。

市財政投入
路線利用者
数（コミュ
ニティバ
ス、廃止代
替バス等）

市財政投入路線の利用者
数を指標に設定すること
で、公共交通システムの
構築度を図る一定の判断
材料となり得るため、指
標とします。
（コミュニティバス、廃
止代替バス、ぐるっと・
つーバス、高松山団地乗
合ワゴン）

220,000
人

222,890
人

　コミュニティバス及び
廃止代替バスについて
は、対前年で利用者数の
増加があったものの、ぐ
るっと・つーバスや、地
域住民運営主体型コミュ
ニティ交通事業におい
て、減少があったことか
ら、引き続き、コミュニ
ティバス等のＰＤＣAサ
イクルに基づいた見直し
改善を図るとともに、公
共交通全体の利用促進に
取り組みます。

3

　市民の移動手段を確保
するため、市自主運行バ
スの運行委託及び市民自
主運行バス事業への補助
を行い、バス運行事業の
継続に努めることができ
ました。コミュニティバ
スについては、利用者や
地域住民の声を反映しな
がら、必要に応じた運行
の見直しと改善を行いま
した。地域住民運営主体
型コミュニティ交通事業
については、高松山団地
での取組について、問題
点・課題の整理、分析、
運行見直しなど、同団地
乗合ワゴン運営委員会の
取組の支援を行うととも
に、他地域への導入拡大
にも努めました。また、
地域公共交通網形成計画
策定に向けた調査事業に
取り組み、津市地域公共
交通活性化協議会等での
議論を重ね、平成27年3
月に津市地域公共交通網
形成計画を策定したこと
から、今後、同計画の推
進プロセスに基づきＰＤ
ＣAサイクルを適切に運
用しながら施策を実施し
ていきます。

拡充・充
実

　平成25年度から着手
している地域公共交通網
形成計画策定のための調
査事業を完了し、市域全
体を展望したより効率的
で利便性の高いコミュニ
ティ交通システムの整備
を推進していくための
「津市地域公共交通網形
成計画」を策定すること
ができました。
　今後は、同計画の推進
プロセスに基づき、施策
を実施し、目標の達成状
況を把握し、計画の進捗
状況を評価するなど、Ｐ
ＤＣＡサイクルを適切に
運用しながらコミュニ
ティ交通の整備・改善を
行っていきます。

名松線復旧
推進室

名松線復
旧関係事
業

　美杉地域の生活交通の確保と
地域振興を図るため、平成２１
年１０月の台風１８号による被
災を受け、バスによる代行輸送
となっているＪＲ名松線家城駅
から伊勢奥津駅間について、Ｊ
Ｒ東海、県、市による三者協定
締結を受け、早期復旧に向け水
路整備事業等を実施します。

工事完成箇
所数

　全線運行再開までに施
工が必要な工事箇所（全
２６箇所）のうち完成箇
所数を指標とします。

15箇所 7箇所
JR東海・県との工事スケ
ジュールの調整を進める
ことができました。

4

　平成27年度中の運行
再開に向け、当初計画数
より減となったがその都
度、工事スケジュールを
見直すことにより計画通
り進んでいます。

現状維持

　平成27年度中の運行
再開に向け、JR東海、三
重県と協力連携し事業を
推進します。また、平成
28年春の再開通後の水
路等維持管理の適正化を
図ります。

名松線復旧
推進室

名松線利
活用関係
事業

　名松線全線復旧後の同路線の
継続的な利用促進及び、同路線
を利活用した地域の活性化につ
なげるため、関係団体及び関係
部局と協力し、ソフト事業・
ハード事業を問わず、さまざま
な施策を実施します。

沿線ウォー
クの実施
魅力発信事
業実施

　ＪＲ名松線の利活用策
の策定及び事業化に先が
け、名松線利活用及び地
域活性化に対する市民等
との意見交換を重要課題
とし、意見交換の場とし
てのオープンディスカッ
ションの開催回数を指標
とします。

5回 7回
　目標どおり開催できま
した。

4

　名松線再開通の情報を
広く発信し、より多くの
方に名松線の魅力を伝
え、名松線の利用促進に
努めます。

拡充・充
実

　名松線を広くＰＲする
ための事業とし計画し
た、沿線ウォークや三重
テラスにおける名松線の
写真パネル展、県内イベ
ントに参加し写真・チラ
シ等によるＰＲ活動をに
計画通り実施することが
できました。美杉地域の
活性化事業として地方創
生事業で利用促進に努め
ます。
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津駅前北部
土地区画整
理事務所

土地区画
整理推進
事業

　土地区画整理事業を円滑に推
進するための津駅前北部土地区
画整理事業以外のその他事務経
費で、他市の事業者との情報交
換や権利者との交渉・協議にあ
たって理解・信頼を得られるよ
うに交渉能力を高めることを目
的とした補償や換地に係る専門
的知識を習得するための研修会
への参加経費等。また、交通事
故等の損害賠償金の事務経費で
す。

外部研修会
への参加人
数

　研修会等により習得し
た補償や換地に係る専門
的知識を移転業務に生か
し事業の推進をはかるた
め、研修会への参加を指
標とします。

13人 14人 専門知識向上の推進
　事務所内で専門知識習
得の意識付けがされてい
ます。

4

　積極的な研修会への参
加や、専門知識向上に努
力しているとともに、権
利者との協議の場で専門
知識を活用することがで
きました。

現状維持

　平成２６年度も、積極
的な研修への参加や職員
自身の努力により、専門
知識の習得に努めます。

津駅前北部
土地区画整
理事務所

津駅前北
部土地区
画整理事
業

　津駅北側一帯の栄町三丁目、
栄町四丁目、上浜町一丁目、羽
所町の各一部の地域で、道路等
の公共施設が未整備で交通のあ
い路となっており、建物も老朽
化し密集市街地を形成している
面積約１１．６ｈａの地区を、
土地区画整理事業により地区内
の都市計画道路４路線とこれを
支える区画道路をあわせて整備
し、周辺の土地利用との整合を
図りつつ、都市防災にも十分配
慮し、交通の円滑化、宅地の利
用増進を促進し、良好な都市機
能と健全な市街地の形成を図り
ます。

仮換地の使
用収益開始
箇所進捗率

　仮換地の使用収益開始
とは、当事業により建物
移転をした地権者の移転
先である土地を造成し、
周辺道路の整備をおこ
なった中で、建築可能な
土地にして法的な通知に
より仮換地として引き渡
す行為です。この行為を
もって各地権者に対する
利益の帰属がされるもの
と考え、この行為が全体
箇所数に対し何箇所され
ているかを進捗率にする
ことにより、当該事業の
目的の達成度を示すもの
です。

93% 91%
仮換地の使用収益開
始箇所進捗率

移転戸数減に伴う使用収
益開始箇所の減によるも
の

3

　継続的な交渉により４
件の建物移転を行いまし
たが、権利者の一部との
合意形成ができなかった
難航物件について、平成
２７年度も引き続き粘り
強い交渉を続け、早期の
事業完了を目指します。

現状維持

　継続して基盤整備を実
施するとともに、補償交
渉が難航している地権者
に対しても承諾が得られ
るように粘り強い交渉を
行います。

建築指導課
建築指導
関係事業

　市内で建築物を建築しようと
するものに対し、建築基準法に
基づき、建築確認の審査、建築
物の検査及び許可等を行いま
す。これらの建築確認制度等の
実施により建築基準法に規定す
る建築物の構造、設備等に関す
る技術基準を確保し、市民の生
命、健康及び財産の保護を図り
ます。

指定道路図
及び指定道
路調書の公
表の迅速化

　都市計画区域内の道路
について、関係部局と連
携し、基準時の立ち並び
や道路幅員、現況地番等
を調査の上、一律の基準
に従い指定道路図及び指
定道路調書を作成しま
す。

　公表へ向け、作成
調書の確認・精査業
務の迅速化を行いま
す。

　指定道路図及び指定道
路調書の公表へ向け、確
認・精査を行っていま
す。

4

　審査・検査などの取り
扱いに関し、他の特定行
政庁及び指定確認検査機
関と情報交換を行うこと
等により、円滑に事務を
遂行することができまし
た。

現状維持

　引き続き、建築基準法
等の関係法令に基づいて
的確な審査・検査を実施
します。
　また、本年度は、建築
基準法の一部改正が行わ
れるので、円滑に移行で
きるように必要な対応を
図ります。

建築指導課
耐震化促
進事業

　津市地域防災計画等に基づ
き、市民の被害を直接軽減する
ための木造住宅や多数の者が利
用する特定建築物の耐震化率の
向上を推進し、災害から市民の
生命や財産を守り、安全で安心
して暮らせるまちづくりを推進
します。

耐震診断実
施戸数+
耐震補強事
業補助戸数+
耐震補強計
画作成実施
戸数

津市耐震改修促進計画に
基づく各年度に必要な診
断戸数、補強事業補助戸
数並びに補強計画作成実
施戸数

645戸 306戸

　耐震診断事業、耐震補
強計画補助事業、耐震補
強補助事業全てにおい
て、昨年度実績を下回り
ましたが、三重県下の実
績数では１番又は２番目
に多くなっています。耐
震化促進に対する市民の
意識低下への対応が必要
です。

2

　目標値を大きく下回る
結果となりました。除却
補助制度の新設及びのぼ
り旗による制度の周知等
により課題を克服するよ
う取り組みます。

拡充・充
実

　各申請件数に落ち込み
が見られることから、今
年度より新たにはじめる
除却補助制度を含めて、
津市耐震改修促進計画に
掲げる目標達成を目指し
てより一層の制度拡充を
目指します。
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